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はじめに
◆時代は、省エネルギー・脱炭素へと大きく変わり始めています

成長・拡大というキーワードが必須の時代は終わり、「持続可能性」や「共創」が世界の目標

2015年9月 国連「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の策定

2015年12月国連（COP21）2020年以降の地球温暖化対策として「パリ協定」の締結

◆国内では何が変わったのか

第13次エネルギー基本計画では、原子力を50％にするという目標値が置かれていましたが、福島第1原発の事故後に、
制御困難な原発依存から自然エネルギーへの転換が進められ、2014年第4次基本計画を受けて、Ｓ（安全性）＋3Ｅ（安定
供給・経済効率性の向上・環境適合性）の観点に基づいて、化石燃料（５６％）原子力（22～20％）再生可能エネルギー（22
～24％）とする電源構成の目標値が置かれました

◆世界の「今」は急激に変化しています

情勢変化を的確にとらえ、変化を恐れずに機敏に対応することこそが日本経済と国民の暮らしを守ることになります

◆「持続可能性」と「脱炭素」の観点から各エネルギー源の位置づけの見直しと、それに応じた電源構成
の再検討、そして消費者を含めたエネルギーの需要家全体に対して、さらなる節電、省エネへの協力を
とりつけるために情報の提供・共有によるコミュニケーションの促進を求めます



意見1
徹底的なエネルギーの効率化（省エネ、節電）を進めてください

・「省エネが進んでいる日本」という幻想から脱却すべきです

・環境・エネルギー分野は有望な投資分野、特にこの分野での革新的技術や手法は企業収益
につながる

・ＥＳＧ投資の対象や企業価値向上の手段になる

エネルギー基本計画における2030年目標

原油換算（百万kl）」 産業 業務 家庭 運輸 合計

2030年目標エネルギー消費量 170 56 38 62 326

2013年からの増減量 ＋9 －9 －14 －21 －35

2013年からの増減率 ＋6％ －14％ －27％ －25％ －10％

2013年から15年の削減量（実際） －2.4 －1.8 －4.1 －3.6 －11.9

必要削減量に対する達成率 127％ 20％ 29％ 17％ 34％

出典資源エネルギー庁第1回エネルギー懇談会資料参照

https://sustainablejapan.jp/wp-content/uploads/2017/02/re100-by-country2.png


意見2
脱炭素社会に向けた自然エネルギーの最大導入を求めます

・世界の自然エネルギー電力は、導入量の増加に伴い価格が劇的に低下している

・エネルギー基本計画の導入目標の大幅な引き上げ

・変動電源を効率的に取り込むところに技術革新の芽が育つ

政府は自然エネルギーをもっと活用すべきだと思う＝９割 自然エネルギーの利用を促進している企業や組織は応援したい＝9割

2014年日本生協連アンケートより
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				非常にそう思う ヒジョウオモ		ややそう思う オモ		あまりそう思わない オモ		全くそう思わない マッタオモ

		全体 ゼンタイ		51.4		38.9		7.3		2.4

		男性 ダンセイ		53.8		33.8		9		3.4

		女性 ジョセイ		49		44		5.6		1.4

				グラフのデータ範囲の大きさを変更するには、範囲の右下隅をドラッグしてください。







意見3
原子力発電所の新増設、リプレイスに反対します

・制御困難で、廃棄物処理の目途も見通せないエネルギーへの不信感

・国民に原発のコストを正しく示す必要がある

・原発の再稼働が遅れている事実に向き合う必要がある

国際エネルギー機関「世界エネルギー展望（World Energy Outlook）2017」

原発再稼働に関して、賛成対反対は１対２。反対は50～60％、賛成は20～40％
「我が国では社会的信頼回復が最大の課題」という問題意識だが、そのための有
効な手立ては、まったく示せていない。

電源別に見た全世界の発電設備容量の増加（年平均、純増分）
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				賛成 サンセイ		反対 ハンタイ		その他 タ

		NHK2015年4月 ネンガツ		22		47		25

		日経2015年4月 ニッケイネンガツ		30		58		12

		NHK2014年12月 ネンガツ		24		40		31

		日経2014年8月 ニッケイネンガツ		32		56		12

				グラフのデータ範囲の大きさを変更するには、範囲の右下隅をドラッグしてください。







意見4
石炭火力発電所の新設に反対します

・世界の潮流が脱炭素に向かっている時になぜ時代に逆行するのか

・通常の天然ガス火力の2倍以上のＣＯ２を排出する設備を最先端という矛盾

・石炭は１００％輸入に頼っているし、石炭とバイオマスとの混焼はＣＯ2発生を見えにくくする

日本のエネルギー・発電の供給量割合

（出所）経済産業省エネルギー庁「エネルギー白書2017」

ＣＯＰ23で、日本は、地球温暖化対策に消極的
な国に与える不名誉な賞「化石賞」を受賞。
２年連続となる。日本が11月6日に発表した「日
米戦略エネルギーパートナーシップ（JUSEP）」に
おいて、2017～18年に東南アジアや南アジア

へ石炭火力発電所や原子力発電所の輸出を
目指すとしたことが理由。



意見5
大規模集中型から地域分散型への転換を図ってください

・電力システム改革を分散型電力の導入・活用の契機とすべき

・地域の経済循環を生み、地方創生や地域活性化にも寄与する

・地域の特性を生かした自然資源の活用で持続可能性やリスク回避を担保できる

○元気な地域エネルギー ○地域のエネルギー自給

下川町 や 真庭市 など

http://aipower.co.jp/about-us/business/decentralization-of-power-plant
http://aipower.co.jp/about-us/business/education


意見6
国民への情報提供と共有化のためのコミュニケーションを活発
に行ってください
・エネルギー問題を「自分事」として直視する場づくりが必要

・節電や省エネに対する理解促進と、需要家の積極的な消費行動による主体的な関与の醸成

• どのような選択肢（電源、発電方法）であれ、その負担はなんらかの形で国民の負
担となります。その負担を、納得して選択できるような情報の開示を求めます。

• 発電方法ごとのコストと国民負担、それぞれのリスクと効果を十分に明らかにする
ことが必要です。

• 国民の理解と協力がなければ、有効な計画にはなりえません。

エネルギー情勢懇談会第1回資料エネルギー情勢をめぐる状況変化



おわりに
◆日本は自然エネルギー資源大国であることを最大限に生かすべきです。

エネルギーの在り方を考えるとき、Ｓ＋３Ｅの要素を重視するのは当然のことです。こうした条
件をクリアする万能のエネルギーはない、という前提にたって、原子力と石炭を含む化石燃料
資源への依存をよし、とする根拠にされていることは問題です。自然エネルギーが安全性と環
境適合性において、他のエネルギーよりも優位にあるのは明白です。地球温暖化を招く温室
効果ガスを排出せず、多くは大気汚染問題とも無縁であり、原子力発電のような大災害を引き
起こすリスクもありません。また、系統運用技術等日本に存在する導入拡大の障害を速やか
に除去することで、経済性と安定供給の点でも期待できます。

◆過去に決めた数字に縛られることなく、今と将来を見据えて、各エネルギー源を冷静に見直
してください。電源構成を変える決断からイノベーションがはじまると思います。

◆既存のものにしがみつかず、変化を恐れず、柔軟で勇気ある決断を行うことで、経済の活性
化や国民の安全で安心なくらし、と、そのための積極的な行動へつなげてください。
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